
 

 
第第55節節  多多⾯⾯的的機機能能のの発発揮揮とと末末端端農農業業イインンフフララのの保保全全管管理理  

 
 
農村では⼈⼝減少や⾼齢化が進⾏する中、地域の共同活動や農業⽣産活動等の継続が困5 

難となり、多⾯的機能の発揮や末端農業インフラの維持が困難となることが懸念されてい
ます。国⺠の⼤切な財産である多⾯的機能が適切に発揮されるよう、末端農業インフラの
保全管理等を含む地域の共同活動や農業⽣産活動の継続等を図っていくことが重要となっ
ています。 

本節では、多⾯的機能の発揮や末端農業インフラの保全管理に関する取組について紹介10 
します。 
 
((11))  多多⾯⾯的的機機能能のの発発揮揮のの促促進進  
((農農業業・・農農村村ににはは多多⾯⾯的的機機能能がが存存在在))  

国⼟の保全、⽔源の涵養
かんよう

、⾃然環境の保全、良好な景観の形成、⽂化の伝承、癒しや安15 
らぎをもたらす機能等の農村で農業⽣産活動が⾏われることにより⽣まれる様々な機能を
「農業・農村の多⾯的機能」と⾔います(図図表表44--55--11)。多⾯的機能の効果は、農村の住⺠だ
けでなく国⺠の⼤切な財産であり、これを維持・発揮させるためにも農業⽣産活動の継続
に加えて、共同活動により地域資源の保全を図ることが重要です。 
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図表4-5-1 農業・農村の多⾯的機能 

資料：農林⽔産省作成 
注：農業・農村の多⾯的機能には、このほか、癒しや安らぎをもたらす機能、有機性廃棄物を分解する機能、地域社会を振興する機能、

体験学習と教育の場としての機能等がある。 

⽔⽔⽥⽥はは多多くくのの⽔⽔をを貯貯めめるる  
ここととががででききまますす  

⼿⼿⼊⼊れれさされれたた農農地地はは  
⼟⼟砂砂のの流流出出をを防防ぎぎまますす  

⽔⽔⽥⽥のの⽔⽔はは⼟⼟中中にに浸浸透透しし、、  
地地下下⽔⽔ととししてて蓄蓄ええらられれまますす  

農農村村のの多多様様なな環環境境がが  
いいろろいいろろなな⽣⽣きき物物をを育育みみまますす  

農農業業のの営営みみがが美美ししいい  
⾵⾵景景をを作作りり出出ししまますす  

農農村村はは多多くくのの伝伝統統⽂⽂化化  
をを受受けけ継継いいででいいまますす  

洪⽔防⽌機能 ⼟砂崩壊・⼟壌侵⾷防⽌機能 地下⽔涵養機能

⽣物多様性保全機能 良好な景観の形成機能 ⽂化の伝承機能

 

農業・農村の多⾯的機能の維持・発揮を図るため、「農業の有する多⾯的機能の発揮の促
進に関する法律」に基づき、⽇本型直接⽀払制度が実施されています。 

同制度は、多⾯的機能⽀払制度、中⼭間地域等直接⽀払制度1、環境保全型農業直接⽀払
制度2の三つから構成されています。 
 5 
((多多⾯⾯的的機機能能⽀⽀払払制制度度のの認認定定農農⽤⽤地地はは前前年年度度にに⽐⽐べべ増増加加))  

農業・農村の多⾯的機能の適切な発揮と、
担い⼿の育成等構造改⾰の後押しを⽬的とす
る多⾯的機能⽀払制度は、⽔路の草刈りや泥
上げといった多⾯的機能を⽀える共同活動を10 
⽀援する「農地維持⽀払」と、農村環境保全
活動や施設の⻑寿命化といった地域資源の質
的向上を図る共同活動を⽀援する「資源向上
⽀払」の⼆つから構成されています。 

近年、同制度の認定農⽤地⾯積は微増傾向15 
で推移しており、令和4(2022)年度は前年度
に⽐べ1万ha増加し232万haとなりました(図図
表表44--55--22)。また、全国の農⽤地⾯積3のうち同
制度を活⽤している⾯積の割合は56.1%とな
りました。⼀⽅、多⾯的機能⽀払制度の活動20 
組織数は前年度に⽐べ291組織減少し2万
5,967組織となりました。 
 

 
 25 
((地地域域資資源源のの保保全全管管理理へへのの参参加加者者がが減減少少))  

これまで農地周辺の⽔路等を始めとした地域資源の保全管理については、⼩規模経営体
を含む多数の農業者等の共同活動により⾏われてきましたが、社会構造の変化に伴う少数
の⼤規模経営体への農業⽣産活動の集中等により、地域資源の保全活動への参加者が減少
しています。また、⼈⼝減少・⾼齢化が進む中、共同活動の中核的役割を果たす者や事務30 
処理を担当する者といった⼈材の確保が困難となるおそれがあります。 

令和2(2020)年度の調査によると、多⾯的機能⽀払制度に基づく活動を終了する理由と
して、「事務処理担当がいない」が80%で最も多くなっています(図図表表44--55--33)。⼩規模な活
動組織では、活動参加者の減少により、活動を継続できなくなることが懸念されています。 

 
1 第4章第6節を参照 
2 第2章第1節を参照 
3 「令和3年の農⽤地区域内の農地⾯積」に「農⽤地区域内の採草放牧地⾯積」を加えた⾯積 

多多⾯⾯的的機機能能⽀⽀払払制制度度のの概概要要  
URL：https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/tamen_siharai.html 

図表4-5-2 多⾯的機能⽀払制度の認定農⽤
地⾯積とカバー率 
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資料：農林⽔産省作成 
注：1) 各年度末時点の数値 

2) 多⾯的機能⽀払のカバー率とは、各年度の農⽤地⾯積に
対する認定農⽤地⾯積の割合 
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資料：農林⽔産省作成 
注：1) 各年度末時点の数値 

2) 多⾯的機能⽀払のカバー率とは、各年度の農⽤地⾯積に
対する認定農⽤地⾯積の割合 
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図表4-5-7 ⼈⼝規模・⾼齢化率別に⾒た、集
落における農業⽤⽤排⽔路の保
全管理状況 

資料：農林⽔産政策研究所「農村地域⼈⼝と農業集落の将来予測ー
⻄暦2045年における農村構造―」(令和元(2019)年8⽉公表)を
基に農林⽔産省作成 
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((22))  末末端端農農業業イインンフフララのの保保全全管管理理  
((末末端端農農業業イインンフフララのの保保全全管管理理がが課課題題))  

末端の農業インフラは、農業⽣産の基盤で5 
あるだけでなく⾬⽔排⽔や交通等⽣活の基盤
にもなっており、農業者やその地縁・⾎縁者
を中⼼とした⾮農業者を含む地域住⺠によっ
て、泥上げや草刈りといった共同活動を通じ
た保全管理が⾏われてきました。 10 

⼀⽅、農業集落の⼩規模化・⾼齢化に伴い、
農業⽤⽤排⽔路の保全管理に関する集落活動
は停滞する傾向にあります。特に集落⼈⼝9
⼈以下の集落や⾼齢化率60%以上の集落で
は、その傾向が顕著になっています(図図表表15 
44--55--77)。 

また、農村⼈⼝の減少によって、これまで
集落による共同活動により保全・管理してい
た農業⽤⽤排⽔路や農道等の農業インフラ機
能の維持が困難となる問題は、その地域で営20 
農を継続する農業者の経営に直結するだけで
なく、⾷料の安定供給にも関わるため、⾷料
安全保障上のリスクとなっています。 

 
((共共同同活活動動へへのの⾮⾮農農業業者者・・⾮⾮農農業業団団体体のの参参画画やや作作業業のの省省⼒⼒化化をを推推進進))  25 

農業集落の⼩規模化・⾼齢化、農村⼈⼝の減少、農地を所有している不在村者の増加や
代替わりが進⾏する中、これまでの共同活動が困難となるなどのリスクを踏まえ、他地域
から移住し農業⽣産活動に取り組みつつ農業以外の事業にも取り組む者、地域資源の保
全・活⽤や地域コミュニティの維持に資する取組を⾏う者といった多様な形で農的活動に

図表4-5-5 多⾯的機能⽀払制度の活動組織に
おける⾮農業者の構成員割合 

資料：農林⽔産省作成 
注：各年度末時点の数値 

図表4-5-6 広域化組織のカバー率 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 各年度末時点の数値 

2) 農地⾯積ベースの割合 
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⼀⽅、多⾯的機能⽀払制度の活動組織に

おいては、農業者のほか、⾃治会、⼥性会、5 
⼦供会等の⾮農業者も多数参画しています
(図図表表44--55--44)。 

また、活動組織における⾮農業者の構成
員割合については上昇傾向にあったものの、
令和4(2022)年度は前年度に⽐べ0.4ポイン10 
ト 低 下 し 34.6% と な っ て い ま す ( 図図 表表
44--55--55)。 

このほか、広域化組織1のカバー率につい
ては近年上昇傾向で推移しており、令和
4(2022)年度は前年度に⽐べ1.3ポイント上15 
昇し48.0%となっています(図図表表44--55--66)。 

 
 
 

 20 

 
1 広域活動組織⼜は、⾯積規模が200ha(北海道は3,000ha)以上となる組織 

図表4-5-3 多⾯的機能⽀払制度に基づく活動を終了する理由(上位5位まで) 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 令和3(2021)年3⽉時点の数値 

2) 活動を終了した組織に対する調査で、回答数は1,302組織 

39

43

52

51

59

27

29

24

26

21

13

6

6

6

6

19

19

16

14

12

2

3

2

2

2

0 25 50 75 100

過疎化や⾼齢化
により参加⼈数…

5年間活動を
続けることに…

代表者の後継者
がいない

役員の後継者
がいない

事務処理担当
がいない

当てはまる どちらかといえば当てはまる どちらかといえば当てはままらない 当てはまらない 無回答

80％

％

5年間活動を
続けることに
不安がある

過疎化や⾼齢化
により参加⼈数
を確保できない

図表4-5-4 多⾯的機能⽀払制度の活動組織に
おける各団体の参画割合 

資料：農林⽔産省「多⾯的機能⽀払交付⾦の中間評価」(令和
4(2022)年10⽉公表)を基に作成 
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図表4-5-7 ⼈⼝規模・⾼齢化率別に⾒た、集
落における農業⽤⽤排⽔路の保
全管理状況 

資料：農林⽔産政策研究所「農村地域⼈⼝と農業集落の将来予測ー
⻄暦2045年における農村構造―」(令和元(2019)年8⽉公表)を
基に農林⽔産省作成 
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((22))  末末端端農農業業イインンフフララのの保保全全管管理理  
((末末端端農農業業イインンフフララのの保保全全管管理理がが課課題題))  

末端の農業インフラは、農業⽣産の基盤で5 
あるだけでなく⾬⽔排⽔や交通等⽣活の基盤
にもなっており、農業者やその地縁・⾎縁者
を中⼼とした⾮農業者を含む地域住⺠によっ
て、泥上げや草刈りといった共同活動を通じ
た保全管理が⾏われてきました。 10 

⼀⽅、農業集落の⼩規模化・⾼齢化に伴い、
農業⽤⽤排⽔路の保全管理に関する集落活動
は停滞する傾向にあります。特に集落⼈⼝9
⼈以下の集落や⾼齢化率60%以上の集落で
は、その傾向が顕著になっています(図図表表15 
44--55--77)。 

また、農村⼈⼝の減少によって、これまで
集落による共同活動により保全・管理してい
た農業⽤⽤排⽔路や農道等の農業インフラ機
能の維持が困難となる問題は、その地域で営20 
農を継続する農業者の経営に直結するだけで
なく、⾷料の安定供給にも関わるため、⾷料
安全保障上のリスクとなっています。 

 
((共共同同活活動動へへのの⾮⾮農農業業者者・・⾮⾮農農業業団団体体のの参参画画やや作作業業のの省省⼒⼒化化をを推推進進))  25 

農業集落の⼩規模化・⾼齢化、農村⼈⼝の減少、農地を所有している不在村者の増加や
代替わりが進⾏する中、これまでの共同活動が困難となるなどのリスクを踏まえ、他地域
から移住し農業⽣産活動に取り組みつつ農業以外の事業にも取り組む者、地域資源の保
全・活⽤や地域コミュニティの維持に資する取組を⾏う者といった多様な形で農的活動に

図表4-5-5 多⾯的機能⽀払制度の活動組織に
おける⾮農業者の構成員割合 

資料：農林⽔産省作成 
注：各年度末時点の数値 

図表4-5-6 広域化組織のカバー率 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 各年度末時点の数値 

2) 農地⾯積ベースの割合 
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⼀⽅、多⾯的機能⽀払制度の活動組織に

おいては、農業者のほか、⾃治会、⼥性会、5 
⼦供会等の⾮農業者も多数参画しています
(図図表表44--55--44)。 

また、活動組織における⾮農業者の構成
員割合については上昇傾向にあったものの、
令和4(2022)年度は前年度に⽐べ0.4ポイン10 
ト 低 下 し 34.6% と な っ て い ま す ( 図図 表表
44--55--55)。 

このほか、広域化組織1のカバー率につい
ては近年上昇傾向で推移しており、令和
4(2022)年度は前年度に⽐べ1.3ポイント上15 
昇し48.0%となっています(図図表表44--55--66)。 
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1 広域活動組織⼜は、⾯積規模が200ha(北海道は3,000ha)以上となる組織 

図表4-5-3 多⾯的機能⽀払制度に基づく活動を終了する理由(上位5位まで) 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 令和3(2021)年3⽉時点の数値 

2) 活動を終了した組織に対する調査で、回答数は1,302組織 
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資料：農林⽔産省「多⾯的機能⽀払交付⾦の中間評価」(令和
4(2022)年10⽉公表)を基に作成 
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関わる者を確保することが必要となっています。また、各地域において保全管理の在り⽅
を明確にしつつ、農業インフラの保全管理コストの低減を図ること等により、その機能を
維持していくことも必要です。 

農林⽔産省では、このような地域において、集落間の連携、共同活動への⾮農業者・⾮
農業団体の参画促進といった継続的な保全管理に向けた取組を推進するほか、最適な⼟地5 
利⽤の姿を明確にした上で、開⽔路の管路化、法⾯

のりめん
の被覆等による作業の省⼒化やICTの

導⼊等による作業の効率化等を推進することとしています。 
 

 

 
新潟県⼗⽇町市

と お か ま ち し
の池⾕

いけたに
⼊⼭
いりやま

多⾯的
た め ん て き

機能
き の う

組合
くみあい

では、NPO法⼈と協働しなが
ら、地域資源を適切に保全管理する取組を推進しています。 

同組合は、令和6(2024)年3⽉時点で農業者20⼈、⾮農業者22⼈、五つの
団体により構成されており、多⾯的機能⽀払制度を活⽤しながら協定⾯積
17.5㏊の保全管理を⾏っています。 

⼭あいの雪深い地域にある池⾕
いけたに

・⼊⼭
いりやま

地区では、棚⽥での稲作を中⼼とした営農が展開されて
いますが、⾼齢化に伴う担い⼿不⾜により地域資源の適切な保全管理が⾏われないことが危惧さ
れています。このため、同組合では、平成16(2004)年に発⽣した新潟県

にいがたけん
中 越
ちゅうえつ

地震を契機として、
同地区で地域おこし活動に取り組むNPO法⼈と連携しながら、農道・⽔路等の泥上げや草刈り、
補修・更新、植栽といった地域資源を適切に保全管理する取組を推進しています。 

また、地域住⺠やNPO法⼈等の多様な関係者と「池⾕の3年後を考える会」を開催して集落の
課題を整理し、参加者同⼠が集落の現状と今後の在り⽅についての検討を⾏い、これから取り組
むべき⽅向性について理解を深めています。 

さらに、棚⽥オーナーによる⽥植や草取り、稲刈り体験イベントを開催し、都市住⺠との交流
を通じて地域の活性化や保全活動の継承に取り組んでいます。 

同組合では、今後とも地元住⺠だけでなく多様な主体の参画を得ながら、持続可能な地域づく
りを進めていくこととしています。 

NNPPOO法法⼈⼈とと連連携携ししたた植植栽栽活活動動  
資料：池⾕⼊⼭多⾯的機能組合 

((事事例例))  NNPPOO法法⼈⼈とと協協働働しし地地域域資資源源のの適適切切なな保保全全管管理理をを推推進進((新新潟潟県県))  

多多様様なな関関係係者者ととのの意意⾒⾒交交換換  
資料：池⾕⼊⼭多⾯的機能組合 
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